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バス事業の採算性悪化による

自治体の負担増 

合併後の一体感あるまちづく

りにとって交通の充実が課題 様々な社会問題

渋滞

事故

環境

乗合バス事業の概況（輸送人員の推移）
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輸送人員（全国）
輸送人員（山口県）

山口県における輸送人員
のピークは昭和40年で
155,456千人

近年は、ピーク時の
1/5の32,000千人程度

不可欠な移動手段である 

生活交通の維持・活性化が必要 

市町 住民 事業者

公共交通の利用促進 

県 国 

持続可能な地域交通 

地域主導型の生活交通 

住民参加によるまちづくり 

生活交通を持続的に確保するには、路線維持のコ
ストを縮減する必要があり、利用促進により、収益の
増加を図るとともに、運行ダイヤの効率化はもとより、
効率的な交通体系への転換を図る必要がある。 

再構築にあたっては、「自分たちの交通は自分たち
で守り育てる」という意識で地域住民が主体的に参画
し、実際に利用することが重要。 

生活交通は、まちづくりに不可欠であり、地域の重
要な資源として再認識が必要。 

住民参加による交通の見直しを契機として、住民主
体のまちづくりを推進することが重要。 

生活交通の活性化 
持続可能で利便性の高い生活交通の確立 

 

生活交通の見直し・再構築 


